
厚生労働省政策コンテス ト́ (第二次選考)

議事次第

平成 22年 7月 22日 (木 )
14:00～ 117:00
厚生労働省 省議室 (9階 )

1.開 会

2.提案の発表

3.選考

4.選考結果発表・表彰式

5.閉会



「政策コンテスト」座席表

モニター
 。提案者くミj;司
会言

平成 22年 7月 22日
14:00～ 17:00
厚生労働省省議室

○ 厚生労働事務次官

○ 厚生労働審議官

○ 大臣官房長

○ 政策統括官(社会保障担当)

○ 政策統括官(労働担当)

○ 総括審議官

事務局口受付

長妻厚生労働大臣

細川厚生労働副大臣

足立厚生労働大臣政務官

山井厚生労働大臣政務官

駒村厚生労働省顧問

中山未来投資PT
アドバイザー

○

○

○

○

○

○

関
係
局
長
席

関
係
局
長
席

関
係
局
長
席

関
係
局
長
席

関
係
局
長
席

関
係
局
長
席

入

ロ

提案者待合席

傍  聴  席



厚生労働省
MれIstry of Hed衝 .Laboul att Wtta綸

press Release

平成 22年 7月 16日

(担当口内線)

社会保障担当参事官室  竹林 (内 7704)
労働政策担当参事官室  黒澤 (内 7725)
政策評価官室     安里 (内 7773)
(代 表 電 話 )03(5253)1111
(直 通 電 話 )03(3595)2159

報道関係者 各位

厚生労働省 政策コンテスト(第二次選考)の実施について

標記について、下記のとおり開催する予定ですので、お知らせいたしま

す。

記

1.日時  平成22年 7月 22日 (木)14:00～ 17:00

2.場所 厚生労働省9階省議室
(東京都千代田区霞が関1-2-2中 央合同庁舎第5号館 )

3.政策コンテストの趣旨

平成23年度の新規施策の打ち出しに向けて省内の知恵を結集すべく、

厚生労働省全職員を対象に、厚生労働行政の推進に有用な政策アイデ

ィアを募集し、優秀なものについては施策として実現を図る。

4.出席者 (第二次選考委員)

長妻厚生労働大臣、細川厚生労働副大臣、山井厚生労働大臣政務官

駒村厚生労働省顧間、中山未来投資 P丁 アドバイザー

※ 政務3役については、当日のご都合により、途中退席の可能性があ

ります。



5.選考の流れ

応募された提案 (81件 )のうち、厚生労働省事務次官等幹部職員、内

閣官房専門調査員による第一次選考を通過した提案(7件 )について、第

二次選考として提案者のプレゼンテーションに基づく評価を行い、優秀な

提案について表彰を行います。

6.取材上の注意事項

① 取材をご希望の方は、7月 21日 (水)14:00までに別紙により登録

をお願いいたします。

② 会場入口にて受付の上、室内では職員の指示に従つてください。

③ カメラ撮影は別室で行う「選考」を除いて可能です。また、カメラ位置

については、当日現場にてご説明いたします(それ以外の撮影はご遠

慮願います。)。

<参考>当 日の進行
14:00  長妻厚生労働大臣挨拶

提案者のプレゼンテーション

選考 ※撮影不可

16:40メド 表彰式



(男1紙 )

登録用FAX用紙

(7月 22日 厚生労働省 政策コンテスト)

厚生労働省 政策コンテスト担当者 宛

(FAX:03-3595-2158)

社   名 :

氏   名 :

連絡先電話番号 :

携帯電話番号 :

FAX番号 :

※ 7月 21日 (水)14:ooま正に登録をお願いいたします。
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厚生労働省・政策コンテスト

地元企業の高校内企業説明会

岐 阜 労 働 局

職業安定部職業対策課

奥洞 悦雄
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◎高校内企業説明会・目的

①若年労働力の地元定着は地域社会の重要な課題。

②ハローワークと地元自治体・学校日経済団体が連携して地元
学卒者の就職促進を図つている。

③高校生徒と地元企業が直接情報交換できる場が限られてい
る。

④地元の高校に、多様な視点から選択した魅力的な地元企業
を招き、企業のPR、 求める人材等について説明を行つてい
ただき、地元高校生に将来の自分、就職等について考える
意識付けを行い、地域産業についての理解を深め、若い人
材の地元への就職促進及び定着を図る。
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_◎高校内企業説明会・背景

①新規学卒者は自身の適性や希望よりも、企業の知名度や評
半1・安定性に流れる傾向があり、親も後押しをする。

②リーマンショック後の世界的経済危機により産業・雇用構造
が大きく変わりつつある。

③不況の中でも、独自の技術や営業のノウハウを持つ企業、
不況後をにらんで高付加価値の製品を開発する企業等、魅
力的で元気な企業が多くある。

④高校の進路担当教諭から、多様な企業の生きた情報を直接
企業から生徒に伝える手段はないかとの要望がある。

⑤バスによる事業所見学は、コストがかかる割に不効率。
15



◎高校内企業説明会・形態

①各高校ごとに開催する。
②倉喪墜襲需|ス毎色笙雷卍軽      Tを聞

いて回
③企業は1回 15～20分ほどで説明を行う。生徒は3企業の説明
を聞く。

企業

教室

1回 目
15分

2回 目
15分

3回目
15分
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３

社
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Ｃ
教２

社
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教
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◎高校内企業説明会・利点等

①若年労働力の確保については企業の理解が得やすく、自治
体や経済団体も協力的。

②学校が主体的に多様な企業の組み合わせができ、テーマを
企画・設定して企業からの説明を求めることもできる。

③生徒は企業の生の声を聞くことにより、企業・就職・社会・人
生等について、普段から考える意識を醸成できる。
また、フリーターの防止にもつながる。

④ l回の参加企業は限定されるが、経費がかからないので年
に数回の開催が可能。多くの企業の紹介ができる。

⑤管内の高校を巡回して職業相談等を行つているハローワー
クに配置の高卒ジョブサポーターが、職業講話を実施。

③企業のリストアップについては、ハローワークロ自治体日経済
団体が参加を募る。
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◎高校内企業説明会・実施の課題等

①新たな経費口人員は必要ないが、地域の高校の協議会等が
企業の情報の取りまとめや高校への提供を行う必要がある。

②高校により生徒の進路の状況が異なる等、将来の就職につ
いてのニーズが異なってくるため、各高校における主体的な
取り組みが求められる。

③この説明会が有意義なものとして継続して行われ定着する
ためには、参加する生徒のマナー、協力する企業に応える
姿勢が求められる。

④すでに高校独自に地元企業を招いて説明会を実施している
高校は見受けられる。

単なる一定の企業のPRの繰り返しではなく、多様な地元企
業と高校生徒の触れ合いの場、生徒が自らの将来を考える
場となるような、多様で総合的な取組みとして実施したい。

18



求職者・求人者 (企業)への情報提供
メールシステムの構築

岐阜労働局

高山公共職業安定所

早野善雄
19



1情報提供メールシステムの概要

①希望者がアドレス登録 ②情報メール配信

(業者委託)

①希望者がアドレス豊ゝ＼ ②情報メール配信

ハローワーク
(配信専用パソコンの配置)

求人者
(企業)

20



2情報提供メールシステムの概要

①希望者がアドレス登録

③情報メール配信

委託業者

①希望者がアド

②データ通信

③情報メール配信

ハローワーク
(配信専用パソコンの配置)

求職者

求人者

(企業 )
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3情報メールシステムのメリット
①利用者が希望する情報を即時に配信できる

(求職者用)
・求人情報、面接会、イベント等の案内

(求人者用)
口面接会等イベント参加募集の案内

・各種会議や法改正等の周知

・その他厚生労働省関係各種情報

②紙、インク代、封筒、郵便代等の節約

③各労働局や監督署でも配信可能

④将来的には、携帯電話やiPadに配信可能   22



4情報メールシステムのデメリット

①登録希望しない求職者(求人者)には配信さ
れない。(※パソコン等所持しない人用に従
来の紙媒体での情報提供は必要。)

②本システムの効果が発揮出来るには、登録
者が一定数に達するまでしばらく日数を要す
る。(※段階的に情報提供を進めて、利用価
値を高めていく)
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5セキュリティ対策

①個人情報(メールアドレス)の徹底管理

②ハッカー等の進入防止対策

上記の①②をクリアするには、情報管理は業者
に委託する。

6各ハローワァク主導で情報提供
①求職者に必要な情報を提供する。

②企業(雇用保険適用事業所単位)に必要な
情報を提供する。 24



7予算・必要人員等

・ 各署所にメール送信専用パソコン可台の配置

・ 大規模安定所では、情報処理が多数となり、
メール配信担当相談員配置が必要。

・ 現状のパソコンをメールシステム構築のため
の改修費用又はメールマガジン設定の業者
プログラム費用

・ 個人情報漏洩防止のための業者委託費用

(妨害等進入されないプログラム改修費用を
含む)

25



8【指摘事項】本省のHPにメール登録でき
る方法の方が資源をすくなくできると考える

③情報メール配信
①希望者がアドレス登録

本省ホームページ

①希望者がアド

②データ通信
ハローワーク

(配信専用パソコンの配置)

③情報メール配信

求職者

求人者
(企業)

26



9【指摘事項】ハローワークインターネットサービ
ス(HINS)の方が優先性が高い

・HINSは、どなたでも自由に検索して閲覧できるもの。
これに対し、本システムは、希望する人に即時性を
もって提供するシステムであり、求人情報だけでなく、
面接会や説明会等ハローワークで開催するものを
即時に案内ができ、周知できるということで利用す
る点で違いがあります。
・HINSは、事業主が掲載を希望しない場合は、HINS
に掲載されないという欠点もあります。

27



“実際に役立つ"

社会保障制度の教育推進をめざす

2010。 7 厚生労働省政策コンテスト



目 次

◆政策の目的

◆概要
◆政策の最終日標
◆政策実現に向けて

◆最後に
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政策の目的

社会保障制度に関する知識の習得や

制度へのより深い理解に資するため、

学校教育における社会保障制度の教育

推進を図ることを目的とします

30
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効

手続き口制度への理解

国民生活の安定

制度の安定的な運営
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政策の最終日標

に関する教育

学校教育での指導事項化

35



学校教育での指導事項化

<メリット>
● 全国統一的に実施可能
● 実施規模が拡大すれば、事務及び
費用面で最も効率的

36



学校教育での指導事項化への課題

社会保障制度の内容が多岐にわたっており、

先生方の疑間や不安を解消する体制が必要

法律改正等により、授業内容や教材の見直し

が随時必要

段階的な実施により、イ

37



政策実現に向けて

□ 段階的な実施

地域を限定した試験実施

全国的に実施

学校教育での指導事項化

38



政策実現に向けて

□ 試験実施の方法

・エリアを限定し、試験的に実施

・講師派遣 (セミナー形式)による

全国実施

39



政策実現に向けて

□ 試験実施での検証課題

● 費用及び効果の検証
● 授業内容・教材の検証

40



投入資源 (試験実施)

□必要人員

職員3～ 4名程度
年金、健康保険、労働保険関係等、各分野
からの職員により組織されることが望ましい

□予 算

上記人員に係る人件費、旅費等

資料作成に要する費用 (パソコン使用)他

41



最後に

より多くの若い世代に、社会保障制度

について理解を深めていただき、自分た

ちの将来のため必要不可欠な社会保障

制度に興味を抱いてほしいという思いか

ら、この提案をさせていただきました。

42



この提案の最後として、平成21年 12月

に実施された年金教室の授業の感想を

ご紹介させていただきます。
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年金がとても大切なものだということがわかった。

ニュースなどでとても問題になって少し不安があ

りましたが、今日の話を聞いて安心しました。

僕は長生きして65歳からも楽しく過ごしたいの

で、しつかり納めていきたいと思います。
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知っているのと知らないのとではこれからの

人生でだいぶ違つているなあと感じました。

45



年金は年をとつてから貰うだけのものと思つ

ていましたが、そうではないという事がわかり

ました。

また、自分たちの生活や未来を支える大切な

ものだということもわかりました。

46



まだ、自分が年金をもらう時のことは考えられ

ませんが、働きだしたら親と少し話してみようと

思います。

「
′
■
■



年金相談のためのワンストツプ

窓'日の設営について

北海道労働局

ハローワーク札幌東 木村 聡
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目次

・ 3つの機関

・ 60歳～64歳 (以下対象者)の割合
・ 雇用保険手続き

・ 年金関係でよくある質問

・ 国民健康保険料 (税)軽減制度
・ 現状

・ 設置された場合の効果

・ 考慮する点

・ 概算要求

・ 利用者主体の施設づくり



3つの機関

市区町村役所

ハローワーク

年金事務所
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対象者の割合

新規求職者の人数 (H22。 5月分統計)

28,845名

9,212名

|,021名 )

規受給者の

倍
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釧
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陣
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※受給の手続きに至らない方は含まない数値



雇用保険受給手続きに来所

雇用保険受給手続き
日本人確認
・受給資格の確認
口離職理由の確認

新規求:職登録     ・雇用保険説明会の案内
・庁舎の利用案内
・窓ロサービス案内      60歳 以上64歳未満の方
・職業訓練案内

年金との併給口職業相談
・求人検索システムヘの誘導   に係る説明

話が広範囲にわたり、理解することが難しくなつてくることも・・…



よくある質問

(1)年金と雇用保険どちらが高い?

(2)年金は受けられる?

(3)どの年金が併給調整の対象に?



(1)どちらが高い?

基本手当日額 4688円

X28〓 131264H

(ハローワークから支払われる実際の払い方の日数)

X30〓         140640円
(年金との比較のために、日額に30かけて比較してもらう)



(2)年金は受けられる?

・何月何日に手続きしたら

何月分から停止される?

・待期期間や給付制限中、
失業給付もらえないけど

年金はどうなる?

・ 64歳で辞めた時でも、
65歳になつてから手続きしたら
両方もらえると聞いたが?



(3)どの年金が併給調整の対象に ?

・ 老齢厚生年金・老齢基礎年金

・特別支給の老齢厚生年金

・障害厚生年金・障害基礎年金

・遺族厚生年金・遺族基礎年金

・ 共済年金

・厚生年金基金



平成 22年 4月から

国民健康保険料 (税)軽減制度



国保軽減にかかるリーフレット

倒産・解雇など

特定
雇い止めなど

特定理由離職者



制度設計に対する不満も

会社都合で退職でも ・̈

年金が有利だつたので選択

雇用保険0
受給資格者こならない

↓

国民健康保険料の軽減制度の対象とならない

総合的な金額面での損得が逆転することも?



現状 (その 1)

厚生労働省で扱つているにもかかわらず、

なぜ別々の機関に行かないと解決できないか。

年金事税
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現状 (その 2)

・ 初回受給者との関わり。

時間の区切れる相談ではない

・ 窓口に到達するまでの待ち時間、

駐車場問題が不満を2倍、3倍に。



ワンストップ窓ロ

利用方法やその効果



対象者の方については

または

比較がオートマティックに進むので、

結果、給付等が低い制度を選んでしまつている方を救えるかもしれない。
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考慮する点

・ ハローワーク施設の規模

来所者が少ない地域においては非効率か。

各関係機関との地理的距離

年金事務所、各市区町村役所との

距離が近い場合は必

・ 時期

繁忙期のみ等



概算要求

必要な人員として

①社会保険オンラインシステムを扱う権限
(個人情報を取り扱える)

②各人の年金の支払い方の説明ができること
(制度の説明以上 )



概算要求

・専門的知識を要する非常勤職員 の賃金単価

13, 960円 X20日 X12カ 月
〓 3ヮ 350,400円

県庁所在地並びに人口20万人の都市に所在する
ハローワーク (時間延長実施該当所)

148か所 (22年 6月現在)

1名ずつ配置したとして

495,859, 200円



概算要求

社会保険オ ンラインシステムの閲覧可能な端末

(ウインドウマシン)を利用できる体制の確保

既存のハローワークシステム

の項目に追加は可能 ?



担当者が配置された場合の他の効果

データ共有
年金記録問題にかかる

雇用保険データ提供、

情報共有のスムーズ化

年金事務所の

混雑緩和

年金事務所において、

雇用保険受給との比較で

来所される方の減少

縦割り行政

批判の軽減

国、特殊法人の横断的な
取扱いにより利用者目線
でのサービス充実を優先



利用者主体の施設づくり

サービス?

役所目線では X

年金の相談せずにハローワークに来た場合、
雇用保険手続きを進めていいのか判断できない。

ヽ



利用者主体の施設づくり

「ハローワークに行つて先が見えた。」

「セーフティーネット」としての役割

国がリーダーシップを発揮して、

国・地方自治体・関連法人を
棲み分けすることなく

利用者主体のサ7ビス提供を



年金相談はじめました :

(雇用保険との比較相談)



保険医療指導監査部門の充実強化
保険局医療指導管理官  向本時夫

権限の相違はあるものの、悪を正し刑罰 (行政上の措置)を課す点においては共通点がある
ことから、犯罪 (詐欺罪)に対するプロである警察庁や警視庁 (捜査第二課=知能犯、詐欺、
横領担当)からの出向者の受け入れ。

犯罪捜査のプロを組織に受け入れることにより、組織の活性化を図るとともに、職員の資質
の向上を図る。

1。 関係者に対する抑止力

犯罪 (詐欺罪)に対するプロである警察庁や警視庁からの職員が指導監査部門に設置さ
れていることにより、必要に応じ刑訴法に移行する場合があるといったような、牽制効果
が期待できる。
※ 健康保険法等においては、調査 。指導・監査権限は犯罪捜査のために認められたものではないとされているので
警察権限への移行に当たっては慎重な対応が必要。
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2.

3.

職員の活性化及び資質の向上

指導監査については、刑事事件と異なり強制捜査権はないが、事実を聴取し処分すると
いった点では共通であり、取り調べのプロを組織に入れることにより、手法等のレベルの
向上が期待できる。

告発に当たっての円滑化
監査拒否や低額返還の事案については、現場において、告発を行っても難局に陥るケー
スが存在するが、警察庁や警視庁からの出向者が当方の業務を理解することにより円滑な
対応が期待できる。

4。 監査案件の期間短縮
プロの取り調べ手法等を学ぶことにより、的を得た取り調べとなり処理期間の短縮が期
待できる。

警察庁や警視庁にとってもメリットがあると思われることから、給与については、出向元負
担とすれば、旅費、超過勤務手当の対応のみであり、現行予算範囲で可能と考える。

出向者の受け入れに当たっての、所要経費 (人件費、旅費等)の取扱い
※ 考え方として、人事交流、一方的出向者の受け入れが考えられる。

73



対医療機関等に対する指導監査部門の統合等

保険局医療指導管理官  向本時夫

1。 給付の適正イヒ等を目的として各制度ごとに実施している対医療機関等に対しての

調査・指導・監督 (監査)について、組織を統合し一体的実施を図る。
2。 統合した組織は、政策部門とは切り離し大臣宮房に設置。

1.国民的目線 → 効率イヒ (重複業務の排除)、 厳格な監視の目
2。 効果的な実施 → 同時実施による言い逃れ等の排除
3。 対医療機関対応のためのプロ集団の養成

4.第三者的立場の法の番人的役害Jの必要性及び重要性

※「医療機関等」とは、病院、診療所、歯科診療所、薬局をいう。

※ 健康保険法には、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律を含む。



○ 健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律
厚生労働省及び地方厚生 (支)局が実施 → 調査、指導及び監査
※ 国醐 剥妨気 高齢者の医療の剛果に耐 る)網こ1綬5tのに動 マヽよ 都劃鷹歌疇 ∪蔀諜艶

○ 医療法
地万厚生 (支)局が実施 一 医療監視
※ 特定機能病院に限る。他は、都道府県矢0事、政令指定市長、特別区長が実施

○ 生活保護法
地方厚生 (支)局が実施 → 立入検査
※ 国が指定した病院に限る。他は、都道府県矢0事が実施

○ 労働者災害補償法
地方労働局が実施 → 労災認定に関しての立入検査 /

実施された場合の効果

1。 各制度における調査・指導 0監督 (監査)の充実強化
2。 対応件数の増加
3.行政サイド、医療機関サイド双方における効率イヒ
4.政策部門への現場からの提言による、実態に即した法整備の実現

実施に必要な経費等

1。 同一機関にそれぞれの制度が実施していたものを、集約実施とすることから、経費等
は原貝」縮減されると考える。しかし、特に保険医療指導監査部門は、本来目標とされた
件数を実施できていないこと、また、集約実施とした場合保険指導監査部門への負荷が
考えられることから、同部門の充実強イヒを図る必要がある。
2.定員及び経費については、シーリングの範囲内において従来ベースの増要求を行う。



整理すべき点

1.医療法の医療監視は、特定機能病院以外は都道府県矢□事等の実施となつていることから、
その分野を厚生労働省が実施する場合は法整備が必要。但し、共同実施との形態をとれば
実施は可能と考える。この場合、同時実施ではあるものの指導等はそれぞれが実施するこ
ととなる。
2.生活保護法の立入検査は、国が指定した病院以外は都道府県知事等の実施となっている
ことから、その分野を厚生労働省が実施する場合は法整備が必要。但し、共同実施との形
態をとれば実施は可能と考える。この場合、同時実施ではあるものの指導等はそれぞれが
実施することとなる。
3.組織定員の見直し


